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ユニット型介護老人福祉施設利用重要事項説明書    
 

〈令和 ８年 ６月 １日 現在〉                    

 

 事業所は、ご契約者に対して介護老人福祉施設サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービス内容、契

約上ご注意いただきたいことを次のとおりご説明します。 

 

１．事業の目的 

  事業所として適正な運営を確保し、要介護状態（原則、要介護３以上に該当する方。又は、要介護１～要介護２の方で

特例入所対象者に該当する方。）にあるご利用者（以下「ご利用者」といいます。）に対して、適正な介護老人福祉施設

サービス（以下「施設サービス」といいます。）を提供することを目的とします。 

 

２．運営方針   

（１）事業所は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排泄、食事

等の介護、相談援助、社会生活上の便宜の供与、その他日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び療養上の援助

を行うことにより、ご利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営む事ができるように努めます。 

（２）事業所は、介護保険法等の趣旨に沿ってご利用者の意思及び人権を尊重し、常にご利用者の立場に立って施設サ

ービスを提供するように努めます。 

（３）事業所は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、関係市区町村、地域の保

健、医療、福祉サービスとの密接な連携を図り、施設サービスの提供に努めます。 

 

３．事業所が提供する施設サービスについての相談窓口 

   電 話：０２４４－４４－１６００         ＦＡＸ：０２４４－４４－１６０１ 

   日 時：月～金曜日の８時３０分～１７時３０分（土、日、祝日、１２月２９日～１月３日は休日となります。） 

   担 当：主任生活相談員兼主任介護支援専門員  天野 和加子 

 

４．事業所の概要 

 （１）事業所の名称等 

名称 特別養護老人ホーム梅の香 

所在地 〒９７９－２１０２ 福島県南相馬市小高区小高字金谷前８１番地 

介護保険指定番号 

ユニット型介護老人福祉施設   

平成３０年６月１日指定 

（福島県 ０７７１２００６０７ 号） 

連絡先 電話 ０２４４-４４-１６００    ＦＡＸ ０２４４-４４-１６０１ 

開設年月日 平成３０年６月１日 

管理者（施設長） 伊関 育子 
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（２）職員体制 

職 種 資 格 常 勤 非常勤 職務の内容 

管理者（施設長） 社会福祉主事等 １名  職員、業務の管理及び指揮等 

副施設長 社会福祉主事等 １名  施設長の補佐、施設業務の掌握等 

医師 医師  １名以上 健康管理及び療養指導等 

生活相談員 社会福祉主事等 １名以上  生活相談、処遇企画等 

介護支援専門員 介護支援専門員 兼務１名以上  施設サービス計画の作成等 

栄養士 管理栄養士 １名  給食業務、栄養ケアマネジメント等 

機能訓練指導員 看護師等 １名以上  身体機能の改善、減退防止の訓練等 

看護職員 看護師、准看護師 兼務２名以上  健康管理に関する看護業務等 

介護職員・介助員 介護福祉士 

介護職員初任者研

修修了者等 

１６名以上  日常生活全般の介護援助業務等 

清掃員  １名  施設内の清掃業務等 

事務員  １名以上  事業に必要な事務全般等 

 

（３）職員の勤務時間 

   ・管理者、副施設長、生活相談員、介護支援専門員、事務員、清掃員 

    土、日、１２月２９日～１月３日を除く日勤８時３０分～１７時３０分 

   ・医師 

    隔週（第２、４）火曜日  １３時１５分～１３時４５分 

   ・看護職員、機能訓練指導員 

    日勤９時～１８時、 早番８時３０分～１７時３０分、９時～１６時 

    オンコール当番 １８時～翌朝９時 

    ※オンコール当番については、主任看護職員を責任者とし、オンコール体制に関するマニュアルに基づいた連絡

体制をとります。 

   ・介護職員 

早番 ６時３０分～１５時３０分、７時～１６時、８時～１７時  

日勤 ９時～１８時、１１時～２０時、１１時３０分～２０時３０分、１２時～２１時 

遅番 １２時３０分～２１時３０分、１３時～２２時 

夜勤 ２２時～翌７時３０分 

・栄養士 

 土、日、１２月２９日～１月３日を除く日勤９時～１８時、早番８時～１７時 

・介助員 

 ８時～１４時、１２時～１７時 

 

（４）事業所の設備概要 

定 員 ５０名 静養室 １室１床 

居 室 個  室  ５０室 

（１室１３．６９㎡） 

医務室 １室 

共同生活室 ５カ所 

  

浴 室 個別浴槽と機械浴槽があります。 
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５．施設サービスの内容 

 （１）施設サービス計画の立案 

介護支援専門員により個人の状態に合った施設サービス計画を立案します。 

 （２）食事 

栄養ケアマネジメントに基づき、管理栄養士の献立表により、栄養並びにご利用者の身体の状況及び嗜好を考慮し

適時適温により食事を提供します。なお、食事は離床して共同生活室でとっていただくよう配慮します。 

    朝食：７時４５分～   昼食：１２時～   夕食：１７時４５分～ 

    ※上記時間以外をご希望の場合、ご相談ください。 

 （３）入浴 

   個別浴、機械浴により個人の状態に合った入浴を提供します。 

 （４）介護 

   施設サービス計画に沿った介護を提供します。 

 （５）機能訓練 

   機能訓練指導員により機能訓練を行います。 

 （６）相談、援助等 

   日常生活に関することも含め相談等に応じます。 

 （７）健康管理 

   年１回の定期健康診断を実施します。また、定期的に医師による診察をします。 

 （８）療養食の提供 

   病状により医師の食事せんに基づき療養食を提供します。 

 （９）理容サービス 

   理容師等による理容サービスを実施しています。料金は別にかかります。 

 （１０）行政手続代行 

行政手続きの代行を事業所にて受け付けます。ご希望の際は職員にお申し出ください。ただし、手続きに係る実費

費用はその都度お支払いいただきます。 

（１１）日常費用支払代行 

   日常生活に係る諸費用に関する支払代行を申し込むことができます。 

（１２）日常生活用品の持ち込み 

   居室のスペースに置くことのできない日常生活用品の持ち込みはできません。 

（１３）レクリエーション 

季節の行事やクラブ活動等の行事を行います。行事によっては別に参加費がかかるものもあります。 

詳 し く は 職 員 に お た ず ね く だ さ い 。
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６．利用料金及び支払方法 

（１）介護保険適用内の料金 

・基本料金 

要介護状態区分 
１日あたりの自己負担額 

     備   考 

要介護  １ ６７０円  

要介護  ２ ７４０円 

要介護  ３ ８１５円 

要介護  ４ ８８６円 

要介護  ５ ９５５円 

 

 

・加算料金等(該当者のみに適用) 

加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

日常生活継続支援加算 １日あたり ４６円 要介護状態または認知症のご利用者の割合と

介護福祉士の資格を有する職員の配置基準が

適合している場合加算となります。 

看護体制加算 (Ⅰ)イ １日あたり ６円 看護師の資格を有する職員を常勤で配置した場

合加算となります。 

(Ⅱ)イ  １３円 看護職員を常勤換算方法で基準の数より１人以

上を加えた数を配置した場合加算となります。 

夜勤職員配置加算 (Ⅱ)イ １日あたり ２７円 夜勤を行う介護職員等を常勤換算方法で基準の

数より１人以上を加えた数を配置した場合加算と

なります。 

（Ⅳ）イ ３３円 （Ⅱ）イの要件に加えて、夜勤時間帯を通じて看

護職員を配置していること又は喀痰吸引等の実

施ができる介護職員を配置している場合加算と

なります。 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １月あたり １００円 ご利用者に対して外部の専門職等からの助言を

受けることができる体制があり、助言を受けた

上で機能訓練指導員等が生活機能の向上を目

的とした個別機能訓練計画を作成した場合３ヶ

月に１回を限度に加算されます。 

個別機能訓練加算 （Ⅰ） １日あたり １２円 常勤専従の機能訓練指導員が他の職種と共同

し、ご利用者ごとに計画書を作成し機能訓練を

行っている場合加算となります。 

（Ⅱ） 1月あたり ２０円 （Ⅰ）の要件に加え、実施している個別機能訓練

計画の内容について、厚生労働省に報告した場

合に加算となります。 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

 （Ⅲ） １月あたり ２０円 （Ⅱ）の要件に加え、理学療法士等が、実施して

いる個別機能訓練計画の内容や、口腔の健康

状態及び栄養状態を共有し、必要に応じて個別

機能訓練計画の見直し、関係職種間で共有して

いる場合加算となります。 

ＡＤＬ維持等加算 （Ⅰ） １月あたり ３０円 ご利用者の ADL(日常生活動作)状態が、一定の

水準以上維持、または改善した場合加算となり

ます。 

（Ⅱ） ６０円 （Ⅰ）の要件について、より多くのご利用者の状

態が維持、または改善した場合加算となります。 

若年性認知症入所者受入加算 １日あたり １２０円 介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老

期（４０歳以上６５歳未満）における認知症のご利

用者を受け入れた場合加算となります。 

精神科医療養指導加算 １日あたり ５円 認知症であるご利用者が、全ご利用者の３分の

１以上を占め、精神科医の療養指導が月に２回

以上行われている場合加算となります。 

外泊時費用 １日あたり ２４６円 入院または外泊した場合は、開始の翌日から退

院・帰園された日の前日まで、もしくは６日間（翌

月にまたがったときには、最大１２日間まで）の

どちらか短い期間加算となります。 

外泊時在宅サービス利用費用 １日あたり ５６０円 ご利用者に対して居宅における外泊を認め、当

該ご利用者が、介護老人福祉施設により提供さ

れる在宅サービスを利用した場合は、１月に６日

を限度として加算されます。 

初期加算 １日あたり ３０円 入所日から３０日、または３０日を超える入院か

らの退院後３０日に限り加算となります。 

退所時栄養情報連携加算 １回あたり ７０円 管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、

当該者の栄養管理に関する情報を提供した場合

は、１月に１回を限度として加算されます。 

再入所時栄養連携加算 １回あたり ２００円 ご利用者が入院のため退所し、再入所する際以

前の施設入所時とは大きく異なる栄養管理が必

要になった場合、施設の管理栄養士が病院等の

管理栄養士と連携し、栄養ケア計画を策定した

場合１人につき１回を限度として加算されます。 

退所前訪問相談援助加算 １回あたり ４６０円 入所後１ヶ月を越えるご利用者の退所前または

退所後３０日以内に居宅を訪問し、相談援助を行

った場合加算となります。 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

退所時相談援助加算 １回あたり ４００円 入所後１ヶ月を越えるご利用者が退所し、居宅で

福祉サービスを利用する際に相談援助を行い、

ご利用者の介護状況を文書で居宅介護支援事

業所または地域包括支援センターに提供した場

合１人につき１回を限度として加算となります。 

退所前連携加算 

 

 

  

１回あたり ５００円 入所後１ヶ月を越えるご利用者が退所し、居宅で

福祉サービスを利用するのに先立ち、居宅介護

支援事業所にご利用者の介護状況等を文書で

提供の上、連携して利用調整をした場合１人に

つき１回を限度として加算となります。 

退所時情報提供加算 １回あたり ２５０円 医療機関へ退所するご利用者について、退所後

の医療機関に対し紹介をする際、ご利用者の同

意を得て、心身の状況、生活歴等の情報を提供

した場合に、１人につき１回に限り加算となりま

す。 

協力医療機関連携加算 （Ⅰ） １月あたり ５０円 Ⅱに加えて、協力医療機関がご利用者が急変し

た場合等、医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を常時確保していること、事業所からの診

察の求めがあった場合に診療を行う体制を常時

確保していること、ご利用者の病状が急変した

場合、必要に応じて入院を原則として受け入れ

る体制を確保していることの３つの要件を満た

す場合加算となります。 

（Ⅱ） ５円 協力医療機関との間でご利用者の同意を得て、

病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催し

ている場合加算となります。 

栄養マネジメント強化加算 １日あたり １１円 管理栄養士を規定数以上配置し、ご利用者それ

ぞれの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出

し、継続的な栄養管理の実施を行う場合加算と

なります。 

経口移行加算 １日あたり ２８円  経管栄養から、経口摂取を進めるための特別な

管理をした場合加算となります。 

経口維持加算 （Ⅰ） １月あたり ４００円  現に経口より食事を摂取するものであって摂食

機能障害で誤嚥が認められるご利用者に、経口

による食事摂取を進めるための管理を行った場

合加算となります。 
（Ⅱ） １００円 

口腔衛生管理加算 （Ⅰ） １月あたり ９０円 歯科医師の指示により、歯科衛生士がご利用者に

対し口腔ケアを月 2 回以上行い、口腔ケアについ

て介護職員に対し具体的な助言及び指導、口腔に

関する相談等に必要に応じ対応した場合加算とな

ります。 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

 （Ⅱ）  １１０円 （Ⅰ）の要件に加え、内容を厚生労働省へ提出した

場合加算となります。 

療養食加算 １回あたり ６円 ご利用者の病状等に応じ、医師の食事せんに基

づき、食事が提供された場合１日３食を限度と

し、１食を１回として加算されます。 

特別通院送迎加算 １月あたり ５９４円 透析を要するご利用者であって、ご家族や病院

等による送迎が困難である等やむを得ない事情

がある場合、１月１２回以上通院のため送迎を行

った場合加算となります。 

配置医師緊急時

対応加算  

配置医師の通常

の勤務時間外の

場合 

１回あたり  ３２５円  配置医師が、施設の求めに応じ、早朝・夜間・深

夜、又は配置医師の通常の勤務時間外（早朝、

夜間及び深夜を除く。）に施設を訪問し、ご利用

者に対し診療を行い、かつ、その理由を記録し

た場合加算となります。されます。ただし、看護

体制加算（Ⅱ）を算定していない場合この加算は

算定されません。 

早朝・夜間の場合 ６５０円 

深夜の場合 １，３００円 

看取り介護加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（Ⅰ） 死亡日以

前３１日以

上４５日以

下 

１日あたり ７２円 医師が終末期にあると判断し、医師及び職員が

共同して、ご利用者またはご家族等の同意を得

ながら看取り介護を行った場合加算となります。 

死亡日以

前４日以

上３０日以

下 

１４４円 

死亡日以

前２日又

は３日 

６８０円 

死亡日 １，２８０円  

（Ⅱ） 

 

  

死亡日以

前３１日以

上４５日以

下 

１日あたり ７２円  配置医師緊急時対応加算に該当の上、医師が

終末期にあると判断し、医師及び職員が共同し

て、ご利用者またはご家族等の同意を得ながら

看取り介護を行った場合加算となります。 

死亡日以

前４日以

上３０日以

下 

１４４円 

死亡日以

前２日又

は３日 

７８０円  

死亡日 １，５８０円 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

在宅復帰支援機能加算 １日あたり １０円  退所後の在宅生活について、ご利用者またはご

家族等の相談支援を行った場合加算となりま

す。 

認知症専門ケア加算 （Ⅰ） １日あたり ３円 認知症のご利用者の割合等の基準に適合し、指

定の専門研修を修了している職員を配置するこ

とで、専門的なケアや研修を実施している場合

加算となります。ただし（Ⅰ）、（Ⅱ）いずれかの加

算となります。 

（Ⅱ） ４円 

認知症チームケア推進

加算 

（Ⅰ） １月あたり １５０円 認知症のご利用者の割合等の基準に適合し、指

定の専門研修を修了している職員を配置し、か

つ、認知症の行動・心理症状に対応するチーム

を組んでおり、専門的なチームケアや計画のみ

なし等を行っている場合加算となります。ただし

（Ⅰ）、（Ⅱ）いずれかの加算となります。 

（Ⅱ） １２０円 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 １日あたり 

（入所後７日

に限る） 

２００円 医師が、認知症の行動・心理症状が認められる

ため、在宅での生活が困難であり、緊急に介護

福祉施設サービスを行う必要があると判断した

ご利用者に対して、サービスを行った場合加算

となります。 

褥瘡マネジメント加算 （Ⅰ） １月あたり ３円 継続的にご利用者ごとの褥瘡管理を行い、厚生

労働省に内容を報告した場合加算となります。 

（Ⅱ） １３円 （Ⅰ）の要件に加え、褥瘡が発生するリスクがあ

るとされたご利用者について、褥瘡の発生を予

防した場合加算となります。 

排せつ支援加算 （Ⅰ） １月あたり １０円 ご利用者ごとの排せつの状態の評価結果を厚

生労働省に報告し、支援計画を作成、継続支援

を行った場合加算となります。 

（Ⅱ） １５円 （Ⅰ）の要件に加え、排せつの状態に改善が見ら

れた場合加算となります。 

（Ⅲ） ２０円 （Ⅰ）の要件に加え、（Ⅱ）の状態よりも大幅に改

善された場合加算となります。 

自立支援促進加算 １月あたり ２８０円 医師が、入所時に自立支援に係る医学的評価を

行い、その結果を厚生労働省に提出し、支援計

画を作成、支援を行った場合加算となります。 

科学的介護推進体制加

算 

（Ⅰ） １月あたり ４０円 ご利用者ごとの身体状況、栄養状態、口腔機

能、認知症の状況等の基本的な情報を厚生労

働省に提出した場合加算となります。 

（Ⅱ） ５０円 （Ⅰ）の要件に加えて、ご利用者ごとの疾病の状

況等を厚生労働省に提出した場合加算となりま

す。 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

安全対策体制加算 １回あたり 

（入所時の

み） 

２０円 外部の研修を受けた担当者を配置し、組織的な

安全対策体制が整備されている場合加算となり

ます。 

高齢者施設等感染対策

向上加算 

（Ⅰ） １月あたり １０円 感染症法第６条第１７項に規定する第二種協定

指定医療機関と、新興感染症発生時の対応を行

う体制を確保し、発生時等に、連携し適切に対応

しており、加算に係る届出を行った医療機関等

が開催する研修、または訓練に１年に１回以上

参加している場合加算となります。 

（Ⅱ） ５円 加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１

回以上の施設内で感染者が発生した場合の感

染制御等に係る実地指導を受けている場合加算

となります。 

新興感染症等施設療養費 1日あたり ２４０円 ご利用者が厚生労働大臣の定める感染症に感

染した場合、相談対応等を行う医療機関を確保

し、かつ、感染対策を行った上で、介護サービス

を行った場合に、１月１回、連続する５日を限度と

して加算となります。 

生産性向上推進体制加

算 

（Ⅰ） １月あたり １００円 （Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務

改善の取組み成果が確認されており、見守り機

器等のテクノロジーを複数導入し、職員間の適

切な役割分担を行い、１年以内ごとに１回、業務

改善の取り組みによる効果を示すデータの提供

を行う場合加算となります。 

（Ⅱ） １０円 ご利用者の安全やサービスの質の確保及び職

員の負担軽減を検討する委員会を開催し、安全

対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基

づいた改善活動を継続的に行い、見守り機器等

のテクノロジーを１つ以上導入し、１年以内ごと

に１回、業務改善の取り組みによる効果を示す

データの提供を行う場合加算となります。 

サービス提供体制強化

加算 

（Ⅰ） １日あたり ２２円 介護福祉士の資格を有する職員の配置、常勤職

員の配置割合または職員勤続年数の割合が基

準に適合している場合加算となります。ただし

（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）のいずれかの算定となります。

なお、日常生活継続支援加算を算定する場合に

ついては、この加算は算定しません。 

（Ⅱ） １８円 

（Ⅲ） ６円 
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加 算 区 分 算 出 自己負担額 内   容 

介護職員等処遇改善加算  (Ⅰ)イ １月あたり 

  

所定単位数

の 163/1000 

ご利用者に対し施設サービスを行った場合、基

準にかかげる区分に従い加算となります。  
(Ⅰ)ロ 所定単位数

の 176/1000 

(Ⅱ)イ 所定単位数

の 159/1000 

(Ⅱ)ロ 所定単位数

の 172/1000 

※一定の所得以上の方は、介護負担割合証に記載する負担があります。 

 

（２）介護保険適用外の料金 

・居住費及び食費 

 居 住 費 食  費        備     考 

１日あたりの利用料 ２，０６６円    １，４４５円 介護保険負担限度額認定証により費用負担が

異なります。 

※１居住費は、入院または外泊した場合も算定します。ただし、空床利用（入院または外泊の期間中、同意を得て短

期入所生活介護に利用した場合）があった場合はその限りではありません。 

 

・その他の費用 

区  分 費  用 備  考 

理容費  ２，５００円 １回あたりの金額です。 

日常費用支払代行費 １，５００円 １ヶ月単位の金額です。 

行政手続代行費 実費をいただきます。  

光熱費 テレビ          ２００円 1台あたり１ヶ月単位の金額です。 

冷蔵庫          ２００円 1台あたり１ヶ月単位の金額です。 

レクリエーション活動費 材料費等の実費をいただきます。  

複写物 ２０円 契約書第６条第３項の複写物で 1枚あたりの金額です。 

 

（３）償還払い 

ご利用者が要介護認定を受けていない場合には、施設サービス利用料金の全額をいったんご利用者が負担するこ

とになります。要介護認定後、事業所から施設サービス提供証明書を発行します。この施設サービス提供証明書を後

日、保険者（市区町村）の窓口に提出しますと、自己負担分を除く全額が介護保険から払い戻しを受けられます。 

（４）支払い方法 

毎月１５日頃までに前月分の請求をしますので、請求の日から２０日以内にお支払いください。お支払いいただきま

すと領収書を発行します。お支払い方法は、事業所指定金融機関振込み、現金納入または日常費用支払代行の３通り

の中から選べます。 

 

７．入退所の手続き 

（１）入所手続き 

  入所と同時に契約を結び、施設サービスの提供を開始します。 
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（２）退所手続き 

  ①ご利用者のご都合で退所される場合 

   退所を希望する日の１４日前までにお申し出ください。 

  ②自動終了 

   以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的に施設サービスを終了します。 

   ・ご利用者が他の介護保険施設に入所した場合 

   ・ご利用者の要介護状態区分が、特定入所者以外で要介護１及び要介護２、要支援１、要支援２または非該当（自 

立）と認定された場合 

    ※この場合、所定の期間の経過をもって退所していただくことになります。 

・特定入所者が、特定入所の要件に該当しなくなった場合 

   ・ご利用者がお亡くなりになった場合 

 ③その他 

   ・ご利用者が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず催告の日 

から２０日以内に支払わない場合、またはご利用者やご家族などが事業所や事業所の職員に対して本契約を継続

し難いほどの背信行為を行なった場合は、退所していただく場合があります。  

    ※この場合、契約終了１４日前までに文書で通知します。 

   ・ご利用者が病院または診療所に入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがない場合または入院後３ヶ月 

経過しても退院できないことが明らかになった場合、文書で通知の上、契約を終了させていただく場合があります。

なお、この場合、退院後に再度入所を希望される場合は、お申し出ください。 

   ・やむを得ない事情により、事業所を閉鎖または縮小する場合、契約を終了し、退所していただく場合があります。 

※この場合、契約終了１４日前までに文書で通知します。 

 

８．身元引受人の義務 

（１）身元引受人は、ご利用者の遺留金品、残置物及び遺体の引き取り並びにご利用者の利用料に対する連帯保証の 

義務があります。 

（２）前号の身元引受人の負担は、極度額１００万円を限度とします。 

（３）身元引受人が負担する債務の義務の元本は、ご利用者の契約が終了又は身元引受人が死亡したときに確定する

ものとします。 

（４）身元引受人からの請求があったときは、事業者は身元引受人に対し、遅滞なく、利用料等の支払状況や滞納金の

額、損害賠償の額等、ご利用者全ての債務の額等に関する情報を提供しなければならないものとします。 

 

９．事業所の施設サービスの特徴等 

（１）施設サービスの方針 

    事業所は、ご利用者の皆様を敬愛し安心して生活できる施設サービスを提供します。ご利用者から選ばれる事業

所として情報の開示、ご利用者の安全確保、ニーズへの対応、よりよい生活環境の整備と共に職員の資質向上を図

ります。 

（２）利用に当たっての留意事項 

   ・面会     面会時間は９時～２０時までです。なお、受付の際には面会票に面会者の記名をお願いします。 

   ・外出     ご家族対応でお願いします。心身の状況により送迎が必要なときはご相談ください。 

   ・外泊     外泊届を提出ください。ご家族対応でお願いします。心身の状況により送迎が必要なときはご相談くだ 

さい。 

   ・飲酒、喫煙   飲酒、喫煙は、病状等への影響や他の方に迷惑を及ぼさない範囲内で可能です。なお、事業所の

指定する場所以外では飲酒、喫煙はできません。 
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   ・設備、器具の利用   ご利用者の日常の生活のために設置してある設備、器具は職員に申し付けの上、使用でき

ます。 

   ・金銭、貴重品の管理  自己管理できない方の高額な貴重品については、ご家族で管理をお願いします。日常生

活に必要な金銭については、事業所で管理することができますので、入所時にご相談くださ

い。 

   ・日常生活用品の持込み  居室により異なりますので、入所時にご相談ください。 

   ・ご利用者、ご家族等希望医療機関での受診  ご家族対応での受診となります。 

   ・入院中の対応  医療機関に入院中は、洗濯物及び必要物品の補充はご家族対応でお願いします。 

              ご利用者に係る医療等の行為に際して、医師との面談や書面による手続き等が必要な場合は、 

ご家族にて直接来院の上対応してください。 

   ・宗教活動   他のご利用者、職員等への勧誘活動はできません。 

   ・ペット    事業所への小動物等の持込み、飼育はできません。 

 

１０．緊急時の対応方法 

   ご利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置をするとともに、管

理者に報告します。なお、あらかじめ届けられているご家族等の連絡先へ可能な限り速やかに連絡するとともに、救

急車を要請するなどの必要な措置をします。 

 

１１．事故発生時の対応方法 

   事故が発生した場合は、ご利用者に対して応急処置、医療機関への搬送を講じ、速やかにご家族等へ説明します。

なお、ご利用者の要介護状態区分に影響する場合には、保険者（市区町村）に報告します。食中毒や伝染病等が発生

した場合も保険者に連絡します。 

 

１２．協力医療機関 

  ・南相馬市立総合病院附属小高診療所      ・大町病院      ・ふたば医療センター付属病院      

  ・くまがみ歯科医院  

 

１３．非常災害対策 

  ・防災時の対応   火災、風水害、地震、原子力災害に対するマニュアルを作成し、職員に周知すると共に、事業所

隣接の事業所にも非常時の協力員として委嘱しています。 

  ・防災設備      事業所の火災等の緊急時に対応するためスプリンクラー設備、屋内消火栓、自動通報装置等の

消防設備を完備しています。 

  ・防災訓練      消防法規に定められた訓練を実施しています。 

  ・防火管理者    伊関 育子 

 

１４．サービス内容に関する相談・要望・苦情 

  ・事業所の相談・要望・苦情担当 

   苦情解決責任者  管理者（施設長）            伊関 育子 

苦情受付担当者  主任生活相談員兼主任介護支援専門員   天野 和加子 

 

   電 話：０２４４－４４－１６００  ＦＡＸ：０２４４－４４－１６０１ 

   ※受付日時 月～金曜日の８時３０分～１７時３０分 

   （土、日、祝日、１２月２９日～１月３日は休日となります。） 
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・苦情解決第三者委員 

氏  名 役職名等 受付時間 電話番号 

田沢 敬市 南相馬福祉会評議員 ９時～２０時 （０２４４）４６-５７８５ 

石井 幹雄 南相馬福祉会監事 ９時～２０時 ０９０-５３５７-７２５７ 

黒木 洋子 南相馬福祉会評議員 ９時～２０時 ０９０－３１２９－８５７９ 

渡邉 昌徳 南相馬福祉会監事 ９時～２０時 ０９０－７０６５－９７４８ 

【市町村（保険者）の窓口】 

・南相馬市役所 健康福祉部 長寿福祉課介護保険係 

 電   話  ０２４４－２４－５３３４ 

 ※受付日時  午前８時３０分～午後５時１５分まで（土・日・祝日を除く） 

【公的団体の窓口】 

・福島県国民健康保険団体連合会 

       電  話  ０２４－５２８－００４０ 

 ※受付日時  午前９時～午後４時まで（土・日・祝日を除く） 

 

１５．秘密保持 

   事業所並びに職員は、施設サービス利用において知り得たご利用者やご家族等に関する事項を正当な理由なく第

三者に漏洩しません。この守秘義務は契約終了後も継続し、職員にあっては退職後も継続します。なお、研修（実習）

生等の受け入れ時にも守秘義務に関し説明し誓約書等の提出の措置をします。 

 

１６．身体拘束の禁止 

原則として、ご利用者の自由を制限するような身体拘束は行わないことを約束します。ただし、緊急やむを得ない理

由により拘束せざるを得ない場合には、事前にご利用者及びそのご家族等へ十分説明をし、同意を得るとともに、そ

の対応及び時間、その際のご利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。 

 

１７．虐待の防止 

   ご利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、職員に対して虐待の防止を啓

発・普及するための定期的な研修を実施することで、不適切なケアの早期発見に努め、虐待を防止します。 

 

１８．損害賠償 

   事業所の責任によりご利用者に生じた損害については、事業所は速やかにご家族等に連絡するとともに、その損

害を賠償します。ただし、その損害の発生について、ご利用者に故意または過失が認められる場合には、ご利用者の

置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められたときに限り、事業所の損害賠償額を減じる場合があります。 

 

１９．福祉の評価（福祉サービス第三者評価）について 

   当事業所は、福祉の評価（福祉サービス第三者評価）を受けておりません。 

 

２０．その他運営に関する重要事項 

   事業所は職員の資質向上を図るために次のように研修の機会を設けます。 

    ①採用時研修   その都度 

    ②継続研修    年２回以上 
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２１．当法人の概要 

    名称・法人種別   社会福祉法人南相馬福祉会 

    代表者役職・氏名 理事長 菅原 武 

    法人所在地     福島県南相馬市原町区高見町二丁目７０番地 

    電話番号       ０２４４－２５－２８１１ 

    ＦＡＸ          ０２４４－２５－２８１２ 

    設立年月日     平成９年７月２９日 

 

 

 定款の目的に定めた事業  １、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

２、短期入所生活介護（ショートステイ） 

３、通所介護（デイサービスセンター） 

４、訪問介護（ヘルパーステーション） 

５、ケアハウス 

６、認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

７、障害者福祉サービス事業 

８、居宅介護支援事業 

９、地域包括支援センター 

１０、介護予防支援事業    

法人の特徴 

       当法人の施設は、南相馬地方の総合老人福祉施設として、国、県からの補助を受けて当時の原町市、小高町、

鹿島町の１市２町の広域で整備された施設です。 

平成１１年４月に、南相馬市原町区に特別養護老人ホーム福寿園を中核としてケアハウスさくら荘、在宅福祉サ

ービスのショートステイ、デイサービスセンター、ヘルパーステーション、在宅介護支援センターを開設しました。

また、平成１４年１２月、鹿島区に特別養護老人ホーム万葉園、グループホームたんぽぽ、平成１６年６月、小高区

に小規模生活単位型（ユニットケア）の特別養護老人ホーム梅の香、平成１８年４月、原町区に地域包括支援セン

ター、介護予防支援事業所、平成２２年８月、小高区にグループホーム小高、平成２５年３月、原町区にグループホ

ーム石神、石神デイサービスセンター、さらに平成２７年１０月、特別養護老人ホーム万葉園に小規模生活単位型

（ユニットケア）を増設し、相互の機能を補完して地域福祉の拠点としての役割を担っております。地域の方々やご

利用者の皆様方に愛され安心して利用できるサービスを提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 - 15 - 

 施設サービス提供の開始に際し、本書面により事業所が利用申込者に事業所の概要や提供される施設サービス内容、

契約上ご注意いただきたいことを説明したことを証するため、本書２通を作成し、ご利用者、身元引受人及び事業所が署

名押印または記名押印の上、ご利用者及び事業所が各自１通ずつ保有するものとします。 

 

事業所 

〈 住   所 〉   福島県南相馬市小高区小高字金谷前８１番地  

〈 事業所名 〉   特別養護老人ホーム梅の香 （事業所番号 福島県 ０７７１２００６０７号） 

〈 代表者名 〉   社会福祉法人南相馬福祉会  

                理事長   菅 原  武       印 

 

 

 施設サービス提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

    

   年   月   日 

 

    

             説明者       職 名     

  

                        氏 名                     印 

 

 

 私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、施設サービス提供開始に同意しました。  

    

   年   月   日 

 

 

   〈 利用申込者氏名 〉                                         印   

                         

 

                〈 代筆者 〉                                  印   

                     

 

 

   〈 第１身元引受人予定者氏名 〉                                  印   

 

 

 

   〈 第２身元引受人予定者氏名 〉                                  印   

 

 

 


